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後入先出法採用企業の企業規模に関する一考察

行　待　三　輪

要　旨

　本研究では，Kastolandky and Polnaszek ［2013］ の問題意識を素地として，単体データで全上場企業および鉄鋼業，非
鉄金属に分類した場合で LIFO採用と企業規模との関係について分析を行った．分析結果は先行研究の結果を裏付ける
ものであり，後入先出法採用企業はそうでない企業と比較して企業規模が大きいという結論が導き出された．
　分析の含意として，総資産金額の小さい小規模の企業であれば会計利益よりも商品売買等や借入金の支払い等に必要
とされるキャッシュ・フローが手元にあるか否かに重点を置くのに対し，大規模な企業であれば債権者や証券アナリス
ト等への利益報告に際して，最も報告に適した利益数値の調整が必要とされるのであれば，LIFOを活用することによっ
て利益数値の調整を行うことは十分に推察可能なところである．

キーワード：後入先出法　企業規模，企業ガバナンス

1．はじめに

棚卸資産は費用性資産の 1つであり，取得金額が費用である売上原価と繰越資産に原価配分され

る項目である．その際，払出単価金額の設定により売上原価と資産の金額は変動するため，払出単

価計算方法の決定は企業にとって期間損益計算を行うに当たり重要な会計選択の 1つであるといえ

る．

棚卸資産の払出単価計算方法の 1つである後入先出法（Last-in First-out method：以下 LIFO）は

2008年 9月 25日に公表された改訂第 9号「棚卸資産の評価に関する会計基準」により，2010年 4

月以降決算期からの廃止が決定された．本論文では後入先出法採用と企業規模との関係に着目する

形で研究を進めることとする．

後入先出法採用と企業規模の関係を論じた論文として Kostolandky and Polnaszek ［2013］ では，企

業規模を資産総額の大きさで 3段階に分ける形でその中に占める後入先出法採用企業の数を計測す

る形での分析がまず行われている．そして，次に各産業別に後入先出法採用企業の数を抽出し，企

業数の多い産業，また後入先出法採用企業の多い産業ごとで総資産金額の中央値を算定し，LIFO採

用企業とそうでない企業との比較を行っている．

Kostolandky and Polnaszek ［2013］ の分析結果としては，まず資産総額の大きさで 3段階に分類し

た場合，Large firmsと Small firmsとでは LIFO採用企業の数が 20倍異なることを発見している．

また，アメリカで公表が義務付けられている LIFO Reserveについても Large firmは Small firmsの

ほぼ 400倍の金額であることが明らかとなった．つまり，企業規模の大きい企業ほど LIFOを積極

的に活用していることを意味する．

研究ノート
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産業別の後入先出法採用企業の分析においては，いずれの場合においても LIFO採用企業の資産

総額の中央値がそうでない企業の中央値を上回る結果が確認された．つまり，どの産業においても

規模の大きな企業ほど LIFOを採用しているという結論が導き出されている．

Kostolandky and Polnaszek ［2013］ の中では，なぜ規模の大きな企業ほど LIFOを採用するのかに

ついての明確な理由は明記されていない．しかし，例えば総資産金額の小さい小規模の企業であれ

ば会計利益よりも商品売買等や借入金の支払い等に必要とされるキャッシュ・フローが手元にある

か否かに重点を置くのに対し，大規模な企業であれば債権者や証券アナリスト等への利益報告に際

して，最も報告に適した利益数値の調整が必要とされるのであれば，LIFOを活用することによって

利益数値の調整を行うことは十分に推察可能なところである．

本論文では Kostolandky and Polnaszek ［2013］ の問題意識を素地として，日本企業について同じ結

論が導き出されるか考察を行った．以降では第 2節で具体的な分析方法と使用する企業データのサ

ンプルについて説明を行う．第 3節では記述統計量及び分析結果について考察を行う．第 4節では

結論と今後の課題について述べることとする．

2．本論文の分析方法および使用する財務データの検討 1）

本論文では，Kostolandky and Polnaszek ［2013］ の問題意識を素地として，日本企業について分析

と検討を行う．具体的には 1990年から 2000年までの 10年間を対象として単体ベースで全上場企業

の中から次の条件を満たす企業を抽出した 2）．

（1）1990年から 2000年まで 10年間連続した財務データが入手可能な企業

（2）分析対象とする総資産合計，資本金，売上高について対象年度内で変化率が -0.5から 0.5以内で

推移している企業 3）

対象となる企業データは，企業数 1211社，総サンプル数は 13,411となった．さらに，本研究では

日本で LIFOが採用される代表的な企業として鉄鋼業と非鉄金属の財務データを抽出し，産業別に

どのような結果が導き出されるのかについても検証を行った 4）．

1）　必要なデータの抽出に関しては，日経メディアマーケティング社の FinancialQuestを用いて行っている．．
2）　抽出年度の設定に関しては，国際会計基準導入により，LIFOの廃止を視野に入れて別の払出単価計算方法へ変更す
る企業が存在することにより，行動原理に別の理由が混在することから 2000年以降については対象年度より除外した．

3）　分析に使用する財務数値として純資産金額は 2006年の会社法改正により現在と項目が異なっている．よって資本金
を分析数値として使用した．変化率の推移については合併や買収，また減資等大きな事業環境の変化が生じた場合は
LIFO採用について異なる動機が生じる可能性もあるため，分析の透明性を規する為にこれらのスクリーニングを行っ
た．

4）　日本では LIFOが採用される代表的な産業として石油業，鉄鋼業，非鉄金属の 3つの産業をあげることができる．
しかしながら石油業は企業数が少ない上，統合などで分析を行うに当たりサンプルの抽出が難しいことから鉄鋼業と
非鉄金属の 2つの産業に絞って分析を行った．
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具体的な分析手法としては，サンプル企業の内 1970年から 2000年までの間に LIFOを採用した

ことのある企業を LIFO採用企業とし，それ以外の企業と分類する形で企業規模の代理変数として

総資産合計，資本金，売上高の 3つの数値を抽出し，平均の差の検定を行う形で両者の間に有意な

差があるかを検証した．

分析に当たっては，t検定と同時にMan-Whittnyの U検定も併用した．この理由について，全上

場企業のデータについては対数変換により資産合計，資本金，売上高の数値は正規分布に従ってい

るが，鉄鋼，非鉄金属に関しては対数変換したもののこれらの数値が正規分布には従っていない．よっ

て，U検定を用いて検証を行っている．

本研究では分析について次の仮定を構築して検討を行った．

仮説構築：

LIFOを採用していた企業はそうでない企業と比較して総資産合計，資本金，売上高の金額が有意

に大きい．なぜならば，規模の大きい企業は株主や債権者，証券アナリストに対して求められる会

計数値の調整のため，さまざまな会計裁量行動を選択する．LIFOもその行動の 1つとして選択され

ると考えられるからである．

次節では，実際に行った分析結果について検証する．
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3．記述統計量および分析結果

第 2節では，本研究の具体的な分析手法について説明を行った．本節では使用したデータの記述

統計量および分析結果について考察する．使用したデータの記述統計量は次のとおりである．

抽出した総資産合計，資本金，売上高に関して正規分布に属していなかったために通常の記述統

計量に加えて 4分位パーセンタイルも表示している．これらの結果に基づいてまずサンプル企業全

体で平均の差の検定を行った．結果は次の通りであった 5）．

5）　全企業データについては対数変換を行うことでいずれの値も正規分布に属することを確認した（Kolmogorov-

Smirnovの正規性検定）．よって，t検定を用いて平均の差の検定を行っている．

図 1　分析対象データの記述統計量
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サンプルデータに関しては，LIFO採用企業のほうがそうでない企業と比較して総資産合計，資本

金，売上高ともに 1％有意で高いという結果が導き出された．これは本論文で構築した仮説と首尾一

貫する結果である．

次に，日本で LIFOを採用する代表的な企業として鉄鋼業，非鉄金属の 2産業を抽出した場合の

結果は次のとおりである．なお，鉄鋼業，非鉄金属に関しては資産合計，資本金，売上高ともに対

数変換を起こったが正規分布に属していなかったので，Man-Whittnyの U検定を行った．

図 2　サンプルデータでの検定結果
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図 3　鉄鋼業の検定結果
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鉄鋼業，非鉄金属の 2産業においてもともに総資産合計，資本金，売上高ともに LIFO採用企業

がそうでない企業と比べ 1％有意で高いという結果が導き出された．

結論としては，非常に簡略な分析結果ではあるが，LIFOを採用する企業はそうでない企業と比較

して全上場企業および，LIFOを採用する代表的な産業である鉄鋼と非鉄金属産業のいずれも規模の

大きな企業であるという傾向が導き出された．

図 4　非鉄金属の検定結果
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4．結論と今後の課題

本研究は，Kostolandky and Polnaszek ［2013］ の問題意識を素地として，単体データで全上場企業

および鉄鋼業，非鉄金属に分類した場合で LIFO採用と企業規模との関係について分析を行った．分

析結果は先行研究の結果を裏付けるものであり，アメリカ企業のみならず日本企業についても同様

の結論となった．

本研究の結論は，非常に簡略ではあるが LIFO採用と企業のガバナンスとの関わりを考察する上

においても非常に有意義なものであると考えられる．他にも企業の統治制度とLIFO採用の関係など，

さまざまな論点から考察する素地があると考えられる．

本研究では，サンプル年度を 1990年から 2000年に限定したために分析対象が単体ベースのデー

タとなっている．IFRSによる統合化により 2000年以降後入先出法の廃止が進められているためサ

ンプル期間とは別の行動原理が働いている可能性もあるが，分析のさらなる精緻化を進めるために

は 2000年以降の連結決算の公表が義務付けられてからの連結ベースでの財務データでの検証も必要

である．これらも今後の研究課題として考慮すべき点であろう．
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The examination of LIFO adoption firms for Firm size

Miwa YUKIMACHI 

ABSTRACT

Our study aims to examine the relation between firm size and Last-in First-out method (hereafter LIFO) adoption based 

on the research work by Kastolandky and Polnaszek [2013]. Specifically, we classified financial data into three categories: all 

listed firms, the steel industry, and the nonferrous metal industry in Japan. We examined the relation between firm size and 

LIFO adoption by using individual accounting data. We concluded that, in Japan, firms adopting LIFO have a larger firm size 

than firms that do not.

The implication of our study is that small- and medium-sized firms emphasize more on real cash flows than reported 

earnings. In contrast, large firms emphasize more on reported earnings because of the pressure from creditors and 

stockholders. As large firms need to adjust their reported earnings, we believe that they act at their discretion when it comes 

to adopting LIFO.

key words : Last-in first-out method (LIFO), Firm size, Corporate governance
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